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平成26年１月31日（金曜日）

午前10時３分開会

会議に付した案件

○概要説明

保健福祉部、総合政策部、教育委員会

１．経済的支援を必要とするこどもの現状と

取組について

○協議事項

１．委員会報告書骨子（案）について

２．その他

出席委員（11人）

委 員 長 西 村 賢

副 委 員 長 後 藤 哲 朗

委 員 中 村 幸 一

委 員 井 本 英 雄

委 員 押 川 修一郎

委 員 二 見 康 之

委 員 清 山 知 憲

委 員 太 田 清 海

委 員 河 野 哲 也

委 員 渡 辺 創

委 員 前屋敷 恵 美

欠 席 委 員（なし）

委員外議員（なし）

説明のため出席した者

福祉保健部

福 祉 保 健 部 長 佐 藤 健 司

福祉保健部次長
冨 髙 敏 明

（ 福 祉 担 当 ）

こども政策局長 橋 本 江里子

部 参 事 兼
原 田 幸 二

福 祉 保 健 課 長

国保・援護課長 青 山 新 吾

こ ど も 政 策 局
長 友 重 俊

こども政策課長

こ ど も 政 策 局
村 上 悦 子

こども家庭課長

総合政策部

文化文教・国際課長 菓子野 信 男

教育委員会

財 務 福 利 課 長 入 倉 俊 一

事務局職員出席者

政策調査課主任技師 山 口 大 吾

政策調査課主査 深 谷 真 紀

○西村委員長 それでは、ただいまから宮崎の

こども対策特別委員会を開会をいたします。

まず、本日の日程でありますが、お手元の日

程（案）をごらんください。

このように進めてよろしいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○西村委員長 それでは、そのように決定をい

たします。

先日発表されました「宮崎県金融経済概況」

によりますと、宮崎県の経済にとって明るい話

題を聞くようになりましたが、年明けの新聞紙

上では、県内の経済的に厳しい環境に置かれて

いる子供の今に対する特集が組まれるなど、「こ

どもの貧困」に対する社会的な関心が高まって

おります。

そこで、本日の委員会では、福祉保健部、総

合政策部、教育委員会に出席をいただき、「経済

的支援を必要とするこどもの現状と取組」つい

て調査を行いたいと考えております。

その後、休憩を挟みまして、当委員会の「報
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告書骨子（案）等」について御協議をいただき

たいと思いますが、このように取り進めてよろ

しいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○西村委員長 それでは、執行部入室のため、

暫時休憩をいたします。

午前10時４分休憩

午前10時５分再開

○西村委員長 委員会を再開いたします。

本日は、福祉保健部、教育委員会、総合政策

部においでいただきました。

早速ですが、概要説明をお願いいたします。

○佐藤福祉保健部長 おはようございます。福

祉保健部でございます。

まず、配付しております資料のうち、右肩に、

資料１と記しております資料の目次をごらんい

ただきたいと存じます。

本日、福祉保健部からは、「生活保護状況及び

教育扶助等」、もう１点が、「ひとり親世帯の現

状と県の支援策」について御説明をさせていた

だきます。

詳細につきましては担当課長から説明させま

すので、よろしくお願いをいたします。

なお、福祉保健部の後、教育委員会、総合政

策部につきましても、関係事項について説明い

たしますので、どうぞよろしくお願いをいたし

ます。

○青山国保・援護課長 国保・援護課から御説

明いたします。

資料１の１ページをお開きください。右肩に、

資料１と打ってあるものです。

生活保護状況及び教育扶助等についてであり

ます。

まず、（１）の①生活保護状況の推移でありま

すが、本県における生活保護人員は、リーマン

ショック等の影響もあり、平成20年度以降急増

しましたが、だんだんと伸びが鈍ってきており、

ここ１年ほどは、ほぼ横ばい状態となっており

ます。

上の表の左から３番目の、保護人員の欄に、

括弧書きで、前年度からの増減を記載しており

ます。平成20年度は425人増ですが、リーマン

ショック前の10年間では、年平均270人弱ほど増

加しておりましたので、約1.6倍となります。そ

の後は、22年度をピーク、22年度は1,498人で、

これが5.6倍になっておりまして、22年度をピー

クに伸びが鈍ってきております。

また、その下の表になりますが、平成25年10

月の速報値で、１万3,494世帯、１万7,860人で

ありまして、同じ年の１月に比べ、保護人員で

は33人の減少となっております。

この背景としまして、有効求人倍率が上昇し、

雇用の回復が見られていることなどが影響して

いると考えられます。

次に、②世帯類型別の推移であります。世帯

類型別に見ますと、高齢者世帯が生活保護受給

世帯の約半分を占めておりますが、平成20年度

以降は、表の一番右側の欄の働くことができる

人を含む「その他世帯」の増加が著しくなって

おります。

働くことができる人への支援としましては、

福祉事務所に就労支援員を配置し、ハローワー

クと連携しながら、被保護者への就労支援を積

極的に進めております。

引き続き、早期に保護から脱却できるよう支

援に努めてまいります。

２ページをお開きください。

（２）教育扶助等であります。まず、①生活

保護のア、教育扶助でありますが、小学校、中
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学校の義務教育に伴って必要とされる費用が対

象であります。

内容を記載しております表の区分欄の中です

が、まず、基準額は、学用品やＰＴＡ会費など

に、その４つ下の学習支援費は、参考書やクラ

ブ活動費に充てられるもので、ほか、ごらんの

ようなものとなっております。

受給実績は、平成25年７月で1,050人でありま

す。

次に、イ、生業扶助の高等学校等就学費であ

ります。高等学校等就学費につきましては、義

務教育である小中学校の就学費が教育扶助とし

て支給されるのとは異なりまして、被保護世帯

の自立を支援する観点から、平成17年度より生

業扶助として給付が開始されております。

内容は、教育扶助に準じたものとなっており

ます。

受給実績は、平成25年７月で468人であります。

次に、②生活福祉資金の教育支援資金であり

ます。表の区分欄の中ですが、教育支援費とあ

りますのは、毎月必要な授業料などの費用、就

学支度費は入学の際に必要な費用を対象として

おります。

また、備考欄にありますように、対象者は、

市町村民税非課税程度の低所得世帯で、貸付利

率は無利子、返還期間は20年以内、申込窓口は、

各市町村社会福祉協議会となっております。貸

与実績は、平成24年度で265件の２億800万円余

であります。

説明は以上であります。

○村上こども家庭課長 こども家庭課からは、

ひとり親世帯の現状と県の支援策について御説

明いたします。

その次のページの３ページをごらんください。

まず、ひとり親世帯の現状について、平成24

年に実施しました、ひとり親世帯生活実態調査

の結果をもとに御説明いたします。

初めに、（１）の世帯数等につきましては、①

の世帯数・出現率の推移の表にありますとおり、

平成24年における本県の母子世帯数は１万5,675

世帯、父子世帯数が1,645世帯と推計されていま

す。前回の平成19年の調査結果と比較しますと、

母子世帯数は増加し、父子世帯数は減少してお

ります。

また、総世帯数に占める割合である出現率は、

母子世帯が3.35％、父子世帯が0.35％となって

います。

②のひとり親家庭となった原因といたしまし

ては、離婚を原因とするものが、平成24年は、

母子世帯で81.7％、父子世帯で81.1％となって

おり、最も高い割合を示しています。死別を原

因とするものは、平成24年は、母子世帯は7.0％、

父子世帯が12.6％と、母子世帯、父子世帯とも

に年々減少の傾向にあり、一方、離婚の増加に

伴い、生別が増加傾向にあります。

なお、平成24年調査では、生別のうち、未婚

の母の割合が9.8％となっており、死別の7.0％

を初めて上回る結果となっています。

次に、（２）の職業・生計の状況等につきまし

ては、①の就労形態は、母子世帯では、常用雇

用者が43.3％で最も多く、次いで、臨時雇用者

が40％となっております。前回調査時、下段の

括弧の数字になりますけれども、臨時雇用者

が44.8％と最も多かったのが、今回は常用雇用

者が9.6％増加し最も多くなっております。

父子世帯では、やはり、常用雇用者が55.6％

で最も多く、次いで、自営業が23.4％となって

おります。前回調査時と比べて常用雇用者の割

合が減り、自営業、臨時雇用者の割合がふえて

おります。母子・父子世帯で無職とある人は、
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それぞれ7.4％、4.2％で、前回調査の11.1％、7.3

％に比べ減少しています。

②の就労上の問題といたしましては、母子世

帯は、給料が安いが46.8％で最も多く、次いで、

子供のことで休むことが33.1％、身分が不安定

が14.7％の順となっています。

父子世帯では、子供のことで休むことが36.2

％で、やはり最も多く、次いで、給料が安い

が35.8％、特に困っていることはないが13.2％

の順となっています。

母子・父子世帯いずれも、給料が安い、子供

のことで休むことが仕事をする上での課題と

なっています。

次のページをごらんください。

③の平均月収につきましては、母子世帯は10

万から15万円未満が36.6％と最も多く、次い

で、15万から20万未満、10万円未満が21.7

％、21.6％とほぼ並んでおります。前回調査時

と比べますと、10万円未満の割合が8.9％減少

し、15万円から20万円未満の割合が7.1％上昇し

ています。

父子世帯は、15万円から20万円未満が29.3％

と最も多く、次いで、10万円から15万円未満

が19.3％、20万円から25万円未満が18.0％となっ

ております。前回調査時と比べますと、前回は20

万円から25万円未満が、26.1％で最も多かった

のが、8.1％減少しており、同様に、20万円以上

の高い月収のほうの割合がいずれも減少して、

逆に、20万円未満の低い月収のほうの割合がい

ずれも増加しております。

次に、２の県の支援策について御説明いたし

ます。

まず、（１）の子育てや生活支援の充実といた

しましては、「ひとり親家庭等日常生活支援事業」

を実施しております。これは、母子家庭の母な

ど、父子家庭の父も含まれますが、自立のため

の資格取得や疾病などにより、一時的に生活援

助、保育サービスが必要となった場合に家庭生

活支援員の派遣等を行うものです。

次に、（２）の就業支援の推進といたしまして

は、まず、①の母子自立支援員による相談支援

を実施しております。これは、各福祉事務所に

母子自立支援員を配置し、職業に関する相談へ

の対応や職業能力の向上や求職活動に関する助

言、求人情報の提供等を行うものです。

また、②の「母子家庭等就業・自立支援事業」

を実施しております。これは、県母子寡婦福祉

連合会へ委託しております母子家庭等就業・自

立支援センターにおいて、就業相談から就業支

援講習会、就業情報の提供に至るまでの一貫し

た就業支援サービス等を行うものです。

また、③の「高等技能訓練促進費等事業」を

実施しております。これは、母子家庭の母等が

看護師などの経済的自立に有効な資格を取得す

るために、２年以上養成機関で修学する場合、

生活費の負担軽減のために高等技能訓練促進費

等を支給するものです。

次に、（３）の自立を促進するための経済的支

援といたしましては、まず、①の児童扶養手当

の給付業務を実施しております。これは、ひと

り親家庭の生活の安定と自立の促進により児童

の福祉の増進を図ることを目的に、ひとり親家

庭等の児童に対して児童扶養手当を支給するも

のです。

また、②の母子寡婦福祉資金の貸付金制度を

実施しております。これは、母子家庭の母や寡

婦の経済的自立を促進するため、子供の修学や

母親自身の技能習得等に必要な資金を貸し付け

るものです。

また、③の「ひとり親家庭医療費助成事業」
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を実施しております。これは、ひとり親家庭の

経済的負担の軽減と母または父と子の健康を維

持するため、ひとり親家庭に対して医療費の負

担金の一部を助成するものです。

説明については以上です。

○入倉財務福利課長 教育委員会でございます。

教育委員会所管の事業について御説明申し上げ

ます。

資料の２の１ページをお開きください。

１、就学援助等についてであります。表には、

市町村または県が、保護者等に対しまして補助

を行っている教育委員会所管の事業を記載して

おります。

まず、表の一番上、幼稚園就園奨励費につい

てでありますが、左から２列目の事業の実施主

体は市町村となっておりまして、３列目の対象

者の欄にありますとおり、公立及び私立の幼稚

園に在籍する幼児の保護者の経済的負担の軽減

を図ることを目的として、家庭の所得状況に応

じて、４列目の対象経費等の欄にありますとお

り、入園料及び保育料を支給するものでありま

す。

５列目には、国からの補助率を記載しており

ます。補助率は３分の１となっております。そ

の右の列に、平成24年度の実績を記載しており

ます。対象者9,128人、事業費９億5,181万8,000

円となっております。

次に、へき地児童生徒援助費についてであり

ます。事業の実施主体は市町村となっておりま

して、対象者及び対象経費等の欄にありますと

おり、小中学校の統廃合に伴い、遠距離通学を

している児童生徒やへき地学校の寄宿舎に入所

している児童生徒に対しまして、通学に要する

経費や寄宿舎居住に要する経費を援助するもの

となっております。

国からの補助率につきましては、２分の１と

なっておりまして、平成24年度の実績は、遠距

離通学にかかわる経費が41人、638万3,000円、

寄宿舎居住にかかわる経費が28人、587万円と

なっております。

次に、要保護及び準要保護児童生徒援助費に

ついてであります。事業の実施主体につきまし

ては、市町村と県になっており、市町村事業の

対象者は、県立学校を含みます公立の小中学校

等に在学する要保護・準要保護に該当する児童

生徒となっております。

対象経費等につきましては、学用品費、通学

用品費、修学旅行費など就学に必要な経費であ

ります。

なお、対象経費のうち、医療費と学校給食費

につきましては、学校設置者がその経費を負担

することとなっておりますことから、すぐ下の

行に示しておりますように、県立中学校及び五ヶ

瀬中等教育学校の前期課程の在学者につきまし

ては、※医療費のみを県が負担しております。

なお、特別支援学校につきましては、医療費

以外の経費については、特別支援教育就学奨励

費から支給されることとなっております。

国からの補助につきましては、要保護者に係

る経費についてのみが対象でありまして、２分

の１となっております。

平成24年度の実績につきましては、市町村実

施分が要保護者1,140人、準要保護者１万2,444

人、事業費はそれぞれ1,050万4,000円、９億1,324

万2,000円、県実施分につきましては、要保護者84

人、準要保護者193人、事業費はそれぞれ17

万3,000円、88万6,000円となっております。

次に、特別支援教育就学奨励費についてであ

りますが、事業の実施主体につきましては、市

※８ページに発言訂正あり
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町村立小中学校の特別支援学級の児童生徒に係

るものは市町村、県立の特別支援学校の幼児児

童生徒に係るものは県となっております。対象

となる経費は、学用品費など就学のために必要

な経費となっております。

国からの補助率につきましては、市町村、県

実施分ともに２分の１であります。

平成24年度の実績としましては、市町村実施

分が対象者834人、事業費2,346万3,000円、県立

の特別支援学校分が対象者1,293人、事業費１

億4,778万5,000円となっております。

２ページをお願いいたします。

２、宮崎県育英資金についてであります。県

では、向学心に富み、すぐれた資質を有しなが

ら、経済的理由により就学が困難な生徒に対し

て奨学金を貸与しております。

平成24年度の貸与者数は表の一番右の列にな

りますが、高校生等につきましては、計の欄に

太字で示しておりますとおり、3,603人、大学に

つきましては、計の欄に太字で示しております

とおり、216人、専修学校につきましては、同じ

く計の欄にありますとおり、169人となっており、

一般育英資金の計は3,988人となっております。

へき地育英資金の計につきましては209人であり

まして、全体で表の一番右下になりますが、4,197

人に育英資金を貸与して、経済的理由から就学

が困難な高校生や大学生などへの支援を行って

おります。

最後に、県立高等学校等授業料についてであ

ります。

（１）平成25年度入学生までであります。現

在は、県立の高等学校等の授業料につきまして

は、平成22年度から不徴収となっております。

（２）平成26年度入学生からでありますが、

「公立高等学校に係る授業料の不徴収及び高等

学校等就学支援金の支給に関する法律」の改正

法が昨年11月に成立し、12月に公布されたこと

に伴い、平成26年４月１日からは授業料不徴収

制度が廃止され、年収が基準額以下の世帯の生

徒につきましては、授業料相当額の高等学校等

就学支援金が支給される新制度が実施されるこ

ととなっております。

なお、新制度は、平成26年４月以降の入学者

が対象となっておりまして、平成26年３月以前

から、引き続き高等学校等に在学している生徒

につきましては、経過措置により授業料は不徴

収とすることとなっております。

説明は以上であります。

○菓子野文化文教・国際課長 資料の３をごら

んいただきたいと思います。

総合政策部でございます。総合政策部では、

私立高等学校の生徒に対する就学支援制度を

持っておりますので、目次にありますように、

「私立高等学校等就学支援金」及び「私立高等

学校授業料減免補助金」について御説明いたし

ます。

お開きいただきまして、まず、私立高等学校

等就学支援金についてでございます。この就学

支援金につきましては、先ほど教育委員会から

御説明がありましたとおり、平成22年度から高

等学校授業料の無償化の一環として実施されて

いるものであります。

現制度の場合、公立高等学校は、授業料は徴

収しないこととされておりますけれども、私立

学校の場合は、１の目的にありますとおり、公

立高等学校の授業料相当分を助成いたしまして、

教育負担の軽減を図るということとされており

ます。

県内の私立高等学校の授業料の平均月額は、

約２万2,000円でございますけれども、これに公
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立高等学校の授業料相当額9,900円を助成するこ

とによりまして、授業料負担を差額の約１

万2,000円にまで軽減するというのがこの制度の

一般的な形態でございます。

この制度に係る費用は、全額国庫負担となっ

ております。

２の受給資格者でありますが、私立学校に在

学する生徒で、日本に居住する者に対して支給

することとされておりまして、留学生も対象と

なります。

ただし、卒業した者、在学期間が36月を経過

した者は、国の制度上は除外されます。

県では、この制度に付随いたしまして、いわ

ゆる留年生に対しまして12月を限度に県費負担

により就学支援相当額を支給しているところで

す。

３の就学支援金の額でございますけれども、

一律額の月額9,900円のほかに、低所得者対策と

して、加算額が用意されております。Ⅰの２倍

加算は、一律額にさらに9,900円を加算いたしま

して、助成額が１万9,800円となるもので、対象

者は、市町村民税所得割額が非課税の世帯であ

ります。生活保護世帯もこれに含まれます。

次に、Ⅱの1.5倍加算でありますが、月額4,950

円を加算いたしまして、助成額が１万4,850円と

なります。

対象者は、市町村民税所得割が下の米印で計

算された金額未満の世帯の高校生となります。

例えば、夫婦と高校生、中学生が１人ずつの４

人家族であります標準世帯で計算いたしますと、

１万8,900円に①の１人分２万1,300円、②の１

人分１万1,100円を合計した額５万1,300円未満

の世帯が対象となります。年収で申し上げます

と、標準世帯で350万円未満の年収の世帯が対象

となるわけでございます。

４の実績でありますけれども、平成22年度か

ら約１万人の生徒に約14億円余りの就学支援金

を支給しております。この中で、1.5倍加算、２

倍加算の割合でありますが、平成24年度で申し

上げますと、受給者総数１万43人のうち、1.5倍

加算対象者は1,005人、２倍加算対象者は1,996

人、合計で3,001人となっております。加算額対

象者が、全体の約３割となっているところでご

ざいます。

次のページをお開きいただきたいと思います。

私立高等学校授業料減免補助金についてであ

ります。

１の目的にありますように、私立高等学校が

行う授業料減免に対する補助を行うことにより

まして、生活困窮世帯の学費負担の軽減を図る

ものであります。

先ほど、就学支援金で御説明したとおり、私

立高等学校では、一般の例で申し上げますと、

授業料の平均月額が２万2,000円でありますが、

就学支援金9,900円によりまして、約１万2,000

円まで授業料が軽減されております。

しかしながら、世帯によってはその金額でも

支払い困難な場合がありますことから、私立学

校がみずからその授業料を減免する場合がござ

います。県といたしましては、その減免を奨励

するため、学校法人に対する補助金を設けてお

りまして、２のイにありますように、その補助

率を授業料減免額の３分の２としております。

２の事業概要のアの対象生徒でございますけ

れど、①の生活保護世帯から⑥の児童養護施設

入所、里親委託まででございます。①②③は、

先ほども申しました２倍加算対象の世帯となり

ます。

３の実績でございますけれども、平成24年度

の欄をごらんいただきますと、1,422人の生徒を
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対象として、3,771万3,000円を学校法人に補助

しているところであります。

なお、最も多い対象項目は、市町村民税非課

税世帯の1,025人となっております。

先ほど説明いたしました就学支援金の２倍加

算対象者1,996名に比較いたしましても実績数が

少なくなっておりますが、これは、授業料の減

免制度が、生徒から学校に対する申請主義であ

ること、また、私立学校の中には、授業料が平

均額に比べて低い学校がございまして、就学支

援金だけで授業料を賄うことができる、もしく

は、その負担額がわずかとなる学校があるため

と考えております。

以上でございます。

○入倉財務福利課長 訂正をさせていただきま

す。

先ほど、資料２の１ページの表の中ですけれ

ども、要保護及び準要保護児童生徒援助費の説

明の中で、県立中学校及び五ヶ瀬中等教育学校

につきましては、対象経費は「医療費のみ」と

申し上げましたが、正しくは、「医療費と学校給

食費のみ」の間違いでございます。訂正してお

わび申し上げます。よろしくお願いいたします。

○西村委員長 説明が終わりました。

委員の皆様方からの御意見、御質疑がありま

したら、お願いをいたします。

○河野委員 データ的にちょっと難しいかもし

れませんけれど、先ほど、生活保護の状況の中

で、早期脱却を目指すというお話がありました

が、この（１）の①のデータで、推移が掲載さ

れてますけれど、逆に、生活保護を、言葉をちょっ

と何と言ったらいいのかわからないのですけれ

ど、停止というか、年度の推移というのは掌握

されてるのでしょうか。

○青山国保・援護課長 廃止件数ということで

しょうか。

○河野委員 いろいろな理由があるかもしれな

いですけれど、例えば、生活が好転してやめた

というか、そういうデータの掌握の仕方という

のはされているのでしょうか。

○青山国保・援護課長 ちょっと資料を確認い

たします。

○西村委員長 時間がかかりますか。

○河野委員 ひとり親世帯の現状と県の支援策

ということで、４ページの就業支援の推進の③

高等技能訓練促進費等事業の実施というのがあ

りますが、この実行状況というのでしょうか、

もし掌握されておればお願いしたいと。

○村上こども家庭課長 平成24年度の実績を申

し上げますと、県が補助した方が20名、市のほ

うでもやっておりますので、市が支援した方

が117名で、合計137名の方に支給しております。

○河野委員 これは推移としてはふえている。

○村上こども家庭課長 済みません。23年度ま

でしかちょっと人数が出ておりませんが、平成23

年度は171件ですから、24年度は減っております。

額的には制度が途中で、上限が10万円だったり14

万円に上がったりと、年度で制度が変わってお

りますので、額についての推移については、一

概にふえた、減ったということはわかりません。

○河野委員 一度ちょっと調査したことがある

のですけれど、市によって、受講項目というか、

例えば看護師の資格とか、そういうことでやる

ところと、そうでないところとか、項目にばら

つきが、たしかあったような気がしたのですけ

れど、これって何ていうのでしょうか、促進さ

れているという考え方でいくならば、そういう

受講の項目がふえていると判断してよろしいで

すか。

○村上こども家庭課長 なかなか対象資格がふ
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えていないのが実態です。といいますのが、今

現在、２年間しか支給してないのですが、その

前に一度拡大されたときは３年、無制限という

時代もあったのですが、縮小されているところ

もありまして、例えば看護師の資格を取ろうと

思いますと、３年は必要ですし、一番長いので

保健師とか薬剤師を取ろうと思うと６年かかり

ますし、ということで、どうしても今２年に上

限がなっている関係で、准看護師さんとか、作

業療法士も３年かかりまして、あと介護福祉士

が２年とかいうことで、かなり取得資格の対象

となるものが減ってきているような状況です。

○西村委員長 ほかに先に質問が。

○清山委員 細かい点をちょっとお聞きしたい

のですが、資料２の１ページで、この要保護及

び準要保護児童生徒援助費は、市町村と県で、

対象経費が県の場合は、学用品費とか修学旅行

費とか対象にならないのは、これ違いは何によ

るのか、教えていただきたいのと、あと、要保

護だけ国庫補助率２分の１なので、それによっ

て事業費は抑えられているのかなと思うのです

けれども、それにしても、この市町村の要保護

と準要保護でそれぞれ１人当たりの事業費がか

なり開きがあるのも何によるのかと。要保護は

大体１人１万円程度ですけれど、準要保護は大

体８万円弱かかっているので、わかる範囲内で

教えていただければと思います。

○入倉財務福利課長 まず、１点目についてで

すけれども、要保護及び準要保護児童生徒援助

費につきましては、基本的には、市町村におい

て全て支給されるという形になっております。

公立小中学校の児童生徒と書いてありますけれ

ども、この中には県立の中学校等の生徒も含ま

れていると。県立の中学校につきましても、市

町村のほうで支給されるという形になっており

ます。県で支給しますのは、そこに記載してあ

りますように、医療費と学校給食費を県立中学

校及び五ヶ瀬中等教育学校の前期課程の生徒に

ついて、特別支援学校については医療費のみを

支給するというような形になっております。

それから、２点目ですけれども、国庫補助の

対象となっておりますのは要保護のみとなって

いるわけですが、実は、平成16年度までにつき

ましては、要保護・準要保護ともに国庫補助の

対象となっておりました。平成17年度からは要

保護のみという形になりまして、準要保護分に

ついては、各市町村また県で実施するというこ

とになりまして、交付税措置という形で中身が

変わっております。補助の対象としては従前と

変わってはおりません。

説明は以上でございます。

○清山委員 ちょっと２点目の質問が伝わって

なかったように思うのですが、準要保護が交付

税措置されているというのはわかったのですが、

それにしても、何で１人当たり事業経費がこれ

だけ準要保護はかかるのかなと思いまして。市

町村のほうで大体８倍の開きがありますよね。

○入倉財務福利課長 要保護生徒につきまして

は、生活保護費のほうで基本的には見るという

形になっておりまして、この要保護、準要保護

の援助費の中で見ておりますのは、修学旅行費

と医療費のみでございます。そのために要保護

と準要保護での開きが出ているかと思っており

ます。

○清山委員 わかりました。最初の質問は、県

立中学校とか県立については、学用品費とか修

学旅行とかその辺を市町村が出して、医療費、

学校給食費に関して県が出す、出元が２つがあ

るのですね。要保護の方々は、この教育扶助の

中から出していただくので、残りの部分をこっ
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ちの就学援助事業で出しているという整理です

か。

○入倉財務福利課長 そのとおりであります。

○清山委員 済みません、わかりました。

○青山国保・援護課長 失礼いたしました。先

ほどの廃止の件数になりますけれども、今手元

に持っておりますのが平成23年度のデータなの

ですが、廃止世帯数としては1,536件ということ

なのですが、その一番廃止理由となっておりま

すのが死亡、これが577件、それから、働きによ

る収入の増加、取得というのが223件、社会保障

給付金の増加142件、その他仕送り等の増加とか

施設入所とか親類縁者等の引き取りとか、そう

いった理由になっております。

以上です。

○西村委員長 河野委員、よろしいですか。

○河野委員 そのデータしかないということで

すね、23年度の。

○青山国保・援護課長 申しわけありません。

廃止については、今手元に23年度のデータしか

ございません。

○河野委員 いただけますか、追加して。

○青山国保・援護課長 整理して、後日お届け

いたします。

○西村委員長 お願いします。ほかに。

○清山委員 資料１の４ページで、やはり母子

世帯、父子世帯の方々の平均月収が非常に低い

ということを改めて感じたのですが、この10万

円未満という方も、母子世帯の方が２割いらっ

しゃいますが、これというのは生活保護の、きょ

うは教育扶助費を教えていただきましたけれど

も、生活扶助費をいただいた場合というのを考

えると、そちらのほうがいただけるのですか。

生活扶助費の水準がどのくらいかということに

なりますけれども、10万円未満などは、もう生

活扶助のほうが明らかに大きいのかなと。

○青山国保・援護課長 全く同じということで

はないのですが、例えば、モデル的に試算して

いる事例があるのですが、それで申し上げます

と、母子２人世帯ということで30歳のお母さん

と４歳の子供さん、生活保護の場合、級地区分

というものがありまして、宮崎市ですと、２級

地の１ということになるのですが、そちらでい

きますと、生活扶助と住宅扶助１万3,000円と想

定した場合に14万9,300円ということになりま

す。これが宮崎市以外の３級地の２になります

と、12万8,940円ということになります。

○清山委員 生活扶助と住宅扶助ですよね、そ

れに加えて、生活保護の方々というのは医療扶

助と、きょう紹介いただいた教育扶助が加わる

と、結局、働いて生活保護を受けておられない

方々のこういう非常に低所得な方々というのは

非常に開きが出てくるのかなと思いました。改

めて確認した次第です。ありがとうございます。

以上です。

○橋本こども政策局長 ただいま質問のござい

ました、この調査の収入でございますが、主な

収入源として、質問を聞いてるところでござい

まして、その中には、やはり生活保護を受けて

る方では生活保護費というふうにお答えになっ

てらっしゃる方もいらっしゃるということでご

ざいます。この調査の対象の中に生活保護を受

けていらっしゃる方もおられるということでご

ざいます。

○清山委員 確認ですけれど、この平均月収の

中に、この生活扶助とか住宅扶助で受けられて

いる所得が含まれているということですか。

○橋本こども政策局長 そのとおりでございま

す。

○西村委員長 ほかに。
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○清山委員 ごめんなさい、今の点で。という

ことは、この10万円未満の２割の方々というの

は、これは、生活扶助ではあり得ないような方

々の月収と考えてもいいのですか。

○橋本こども政策局長 これは母子世帯として

のくくりで調査をしているものでございますの

で、ですから、生活保護費も入っておりますし、

そうでない収入も入っているということでござ

います、この対象となる収入の中に。

○清山委員 先ほど30歳女性と４歳の子供とい

うシミュレーションで14万9,000円とか、そのほ

かには12万円とか出してもらいましたけれど、

僕が聞きたいのは、場合よっては、世帯構成と

か10万円未満の月収になっている生活保護世帯

もおられるから、この区分に関しても生活保護

世帯がいる可能性があるということですか。

○村上こども家庭課長 おっしゃるとおり、無

作為抽出で母子世帯、父子世帯を調査しており

ますので、そういう家庭も入ってらっしゃると

いうことです。

○清山委員 生活保護世帯でも月収が10万円未

満の方々というのもいらっしゃるのでしょうか。

○青山国保・援護課長 ちょっと個々のケース

についてはわかりませんけれども、先ほど申し

上げましたのは、基準額で計算しますと、３級

地の２で12万8,940円と申し上げましたけれど

も、これが住宅扶助の8,000円を含む分というこ

とになりまして、ほかに収入がもしなければ、

この金額が生活保護の基準額ということで支給

されます。

○西村委員長 ほかに質問はないでしょうか。

○二見委員 この資料１の生活保護状況、１ペ

ージ、総括的なところだと思うのですが、ちょっ

とここについてお伺いしたいのですが、この資

料を見ると、平成19年度から25年度までいろい

ろと表としてわかりやすく出していただいてお

りますけれども、これを見ていると、世帯数で

いけば確かに1.13％から1.57％へ非常に大きく

増加しているなというふうにも見受けられます

し、保護人員のほうもふえているということだ

と思うのですが。

また、それだけではなくて、25年度を見ると、

今度は横ばい的にずっとなっているということ

なのですが、その中身として、どうもこの保護

世帯がずっとふえている、保護世帯が平成19年

度では9,698世帯であったものが、だんだん増加

傾向にあるのですが、それ以上に何か保護人員

数のほうがふえているような、ふえ方が大きい

ような気がするのですが、要するに生活保護を

受けられる方々というものが、要するに家庭的、

３人、４人とかそういう複数人いたところから、

いわゆる１人、２人の少ない家庭のほうがふえ

てきているのかなという傾向があるのかと思う

のですけれども、その辺は何か県として状況把

握とかをされていないのか、ちょっとお伺いし

たいのですが。

○青山国保・援護課長 資料で申し上げますと、

②のほうで世帯類型別というのを出しておりま

すが、この②の中で、先ほど申し上げたのです

が、一番右側のその他世帯というのがあります。

このその他世帯というのは、15歳から64歳まで

を稼働年齢層─働けることができる人を含む

世帯─ということで、特に病気等もないとい

う、この世帯のところを見ていただきますと、19

年度、この占める構成比が11％だったのが19％

ということで倍ぐらいになっておりまして、こ

の辺が先ほど申し上げました社会経済情勢が非

常に悪化した、そういったことを反映している

のかなと思います。それ以外の世帯は、数はふ

えておりますが、構成比としてはそう大きく変
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わっておりませので、その他世帯の増加が非常

に顕著になっております。

○二見委員 ただ、その他世帯が大体1,400件ぐ

らいふえているということだったと思うのです

けれども、構成比としては11％から19％に上がっ

ていますが、しかし、これは高齢者世帯を見て

も、4,800件から6,000件というと1,200件ぐらい

ふえているわけですよね。著しい変化が見られ

るのは、その他世帯に確かに構成比率が上がっ

ているわけなのですけれど、そんなに高齢者世

帯も減っているというわけではなく、絶対数は

かなりふえているほうだとは思うのですよね。

だから、例えば高齢者世帯になってくると、恐

らく年金生活者の方々がメーンだと思いますし、

また、この障害世帯というところも1,000件か

ら1,480件、約500件ぐらい、50％ぐらいふえて

いるわけですよね。何かその辺の何というか、

全体としてのこの生活保護の増加傾向というも

のが、ただ、一番大きな変化はその他世帯にあ

るのかもしれませんが、ここはもともとの年齢

層の幅も広いわけですよね。15歳から65歳とい

うと、50歳のいわゆる幅があるわけなので、も

うちょっと中身としては、詳細に調査したほう

がいいんじゃないのかなという気がしたんです

よね。その辺はどのようにお考えでいらっしゃ

いますか。

○青山国保・援護課長 一つには、その社会経

済情勢とか高齢化とかあると思うのですが、や

はりこの生活保護制度に対する一般の認識とい

いますか、そういったものについても、特に北

海道とか福岡でもあったのですが、餓死事件が

ございまして、非常に厚生労働省のほうでも、

生活保護対象になるのに、そういう生活保護は

もらわずに餓死に至るような事件もありました

ので、非常に漏れの防止というところには力を

入れてきております。ですから、このふえてい

る理由というのは、そういった社会経済情勢、

高齢化、そういう取り組みとふくそうする理由

があるのかなというふうには考えております。

○二見委員 そういう可能性があるのであれば、

やっぱりそこをもうちょっと詳細に、もうこれ

基本的な基礎ベースのデータになってくると思

いますので、表面上の見えている数字だけでは

なくて、実際に何でその年金世代とかがふえて

きているのか。じゃ、生活するために、要する

に、年金というのは大きく上下するものではな

いですよね。だけど、それでも増加傾向にこれ

だけあるということは、要するに、生活の諸経

費がもともとふえてきてるのかとか、もうちょっ

とここを丁寧に調べていく必要があると思いま

すので、そういったところをぜひお願いしたい

と思います。

○西村委員長 要望でよろしいでしょうか。

○二見委員 はい。

○西村委員長 ほかにないでしょうか。

○井本委員 国の予算の中で、教育費の占める

割合がＯＥＣＤの中では低いですよね。何かこ

れは理由があるんでしょうかね。

○入倉財務福利課長 国の予算の中で教育費の

占める割合が低いのではないかというお話でご

ざいますけれども、現在私の手元に比較するも

のを実は持ってないのですが、県の予算の中で

も教育委員会が所管します教育費の占める割合

は、私どもとしては、かなりの部分を占めてい

るなとは思いますが、ほとんどは、いわゆる人

件費ということになっております。

委員のおっしゃるような形ですと、教育費の

中でも、例えば奨学金等の給付型の奨学金が国

によっては大きく占めているとか、それで、例

えば、保護者というか親の負担ではないのです
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が、そういったものが軽減されているような予

算に手厚くされているような話は聞いておりま

す。済みません、資料をちょっと持っておりま

せんので、申しわけございません。

○西村委員長 よろしいですか。（「よくはない

けど」と呼ぶ者あり）

○中村委員 生活保護の話がいっぱい何回も出

たのですが、その一番最初にタッチする人は民

生委員だと思うのですよね。我々も相談される

と、自分とこの地域であれば、じゃ、誰それ民

生委員さんのところに行ってみなさいという判

断をするのですけれど、今、民生委員さんの平

均年齢はどのくらいですか。大体60歳以上を過

ぎているんだと思うんだけれど、70歳近くなっ

ていると思うのですけれどね。

○原田福祉保健課長 今、民生委員の方、やは

り高齢化ということで65歳以上の方がかなりふ

えております。その傾向はやはり顕著に上のほ

うにシフトしているという状況でございます。

○中村委員 前も要らないことを言いましたけ

れど、民生委員さんに民生委員が要るような状

態、わかります。民生委員さんに民生委員が必

要なような状態の年齢層の人がいらっしゃるわ

けですよね。ということは、やはり若い民生委

員という人たちは、自分の仕事があるから、な

かなか民生委員として仕事ができない状況にあ

りますね。

私は前も言ったことがあるけれども、私は、41

歳か42歳で民生委員になったことがあるんです

よ。そのとき新聞に大きく載りましたけれどね。

だけど、本当に忙しい。忙しいのはやり方によっ

て違ってくるのだけれど、そういう民生委員さ

んの若い人がやっぱり今必要じゃないかなと思

うんですね。なぜなら、生活保護の人とお話を

するときに、民生委員さんが年齢がいっている

と、しようがないな、もらってやらないといけ

ないなというところがあるのだけれど、私がやっ

たときに、その相談があったときに、見てて、

働きなさいって、もらわなくても済むはずです

よという話をした。そしたらかえって頑張って

もらったことあるのだけれど、そういう同じ世

代の人と対等に話せるというのは、やっぱり40

代から50代の人だと。じゃ、そういう人がどこ

にいるのかということになるでしょ。

僕は、今一つ考えたんだけれど、例えば、会

社に勤めてる人はなかなかできない。ところが、

司法書士とか調査士とか行政書士とか、そういっ

た人たちは自分でやっているんです。私もそう

ですけれど。そうしたら、割と時間を何とかで

きる。この時間にちょっと話し行こうかなとい

うことができるんです。そういった人たちに民

生委員の３分の１か、あるいはそれ以上ぐらい

の人を入れるというような努力は全然してない

でしょ。考えたことがないでしょ。どうですか。

○原田福祉保健課長 失礼しました。年齢につ

きましては、まず、今平均が69.3歳ということ

で、70歳に近くなっております。これが平成25

年でして、平成19年が64.2歳ということで上がっ

ております。

あと、職業別でいいますと、やはり、農林水

産業の方が16.5％ということで、一番多く、お

話がありました、大きなくくりでいう自営業の

方、これが8.1％ということで、まだまだ少のう

ございます。

民生委員の人材確保につきましては、市町村

といろいろお話をしながらやっております。市

町村も大変苦労されている状況にございます。

委員がおっしゃいました、若い世代というのが

なかなか確保できないということはございます。

お話のありました、そういう分野の方にも今後



-14-

平成26年１月31日（金曜日）

声をかけていくというか、そういう必要はあろ

うかと思っております。

○中村委員 私が言う３分の１ぐらいというの

はなぜかと言ったら、これだけ離婚率が多くて

母子家庭が多いと、若い人だけじゃ無理なんで

す。変なことになったら、若い人が相談に行っ

て何かあったらいけないので、そのときは一緒

に行くということにしても。私がやっていた、

もう何十年前だけれど、電話があって、70歳以

上を超えた民生委員さんから、台風が来る、

ちょっと来てくれんねと言うから行って、ここ

をずっと水が通るようにあけておかないといけ

ない。生活保護者のところ、高齢者のところを。

ずっとくわで掘ってやってあげたのだけれど、

そういった若い世代をいわゆる自由業ですね、

今おっしゃるように。ですから、自分で調査士、

行政書士をやって、司法書士の人も含めて、そ

ういったある程度の短時間で何かできる人たち

に、それをその業界にお願いしたいという努力

はやっぱりやってみる必要があると思うのです

ね。それはせっかくの機会だから、今後検討し

て、ぜひやってもらわないと、生活保護の受給

率はどんどん上がるだけで、低くなりませんよ。

対等に話ができないわけだから。あっ、そうね、

それはもう、それじゃ仕方ないねと、じゃあ、

市役所に行きましょうかみたいな。それは私は

おかしいと思うよ、同じ年代。あなたは元気で

働けるじゃないですか、一緒に働こうよ、仕事

を見つけようよ、そういうやりとりがあってし

かるべきだと。

昔は、生活保護をもらうということは、みん

なは恥だと思っていた。いや、国のお金をもら

うようなことはできないと。私は無理してでも

生活保護をもらわないように頑張っていきます

と。

うちの父が長いこと民生委員をやっていまし

たが、あそこは困ってるから、そのような話を

したら、こういうことを言ったという話があり

ましたが、そういう日本国民というのが少なく

なってきた。そう思いますので、ひとつ、３分

の１でも４分の１でもいい。例えば、ある中学

校単位で１人か２人でもいい、そういう人を入

れてあげて、ちゃんとやっていかないと、どん

どん大きくなると思いますよ。

○原田福祉保健課長 委員が御指摘のとおりだ

と思います。今回、ちょうど民生委員の一斉改

選がございまして、今度改選されるのが３年後

ということになりますので、それに向けて、関

係の業界の方ともちょっとお話をしながら、ど

ういう形で支援して、そういう民生委員に就任

していただけるような形で何か相談できないか、

そういうことも検討してまいりたいと思ってお

ります。

○中村委員 定年はあるの。大体どのくらいの

レベルでおやめいただくというのが決まってる

わけ。

○原田福祉保健課長 定年ということではござ

いませんが、やはり、余り高齢にならない形で

ということで、そういう基準ではやっておりま

す。

○中村委員 一番年齢がいっている人で何歳ぐ

らいの方がいらっしゃる。

○原田福祉保健課長 12月１日現在の方で、や

はり70歳代以上が27.5％ということで、かなり

ここはもう４分の１以上を占めているという状

況です。

○中村委員 だから、自由業の方と、もう一つ

は、大きな会社に１人ぐらいお願いしたいと。

そのかわり、ちゃんと会社が組織から入るとい

うことで、会社のことについては大きな面倒、
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面倒見ますというのもおかしいかもしれないけ

れど、そういう優遇措置があったりしてやって

いかないと、私は、この民生委員制度がおかし

くなってくると思いますよ。それを余り深く考

えていないから、年とった、年とった人という

ことになってくるけれども、見てみると、みん

な年齢のいった方ばっかりなんだよね。そうい

うことをやっぱり深く考えないといけないと思

います。もう答弁は要りません。

○西村委員長 ほかにないでしょうか。

○前屋敷委員 就学援助のことでちょっとお聞

きしたいのですけれども、国の補助率の点で、

要保護のみ２分の１の補助金が出るということ

で、準要保護は交付税措置でなされているとい

うことなのですが、そうなると、自治体の準要

保護の基準というのは、市町村でその辺の判断

ができるということ、裁量は市町村に任せられ

てるということなのですね。

○入倉財務福利課長 委員がおっしゃったよう

に、準要保護については、基本的には市町村の

御判断において基準が定められているというよ

うな形にはなっております。

○前屋敷委員 自治体、詳細はわからないです

けれど、かなりの開きが出る可能性もあるとい

うことで、ここの自治体ではここまで助成がな

されるけれども、隣の市では違うということも

現実として起こっている状況でしょうか。

○入倉財務福利課長 可能性としてはあるかな

とは思っております。

○前屋敷委員 その辺は平準化していかないと、

その自治体、住んでいる自治体でそれぞれ違う

と。しかも、交付税措置がなされている中身に

ついて、やはりそういうことで格差ができてく

るというのは、検討に値するんじゃないかなと

いうふうには思うのですが、どのようなふうに

考えられますか。ちょっと詳細はわからないの

で、具体的な事例では挙げられませんけれど、

考え方として。

○入倉財務福利課長 要保護及び準要保護の基

準につきましては、先ほど申しましたけれど

も、17年度に国庫補助が廃止されたわけであり

ますが、要保護についてはしっかりとした国の

もとで現在も続いております。その基準に準ず

るような形で準要保護というものを定めており

ますので、大きく変わるということは考えられ

ないのかなとは思っております。

ただ、委員が御心配いただいてるようなこと

も可能性としてはあると先ほど申し上げたとこ

ろであります。私どもとしましては、子供たち

の就学に影響が出ないような形で、適切な判断

のもとに市町村がこの制度を実施していただく

ということをお願いしたいとは考えております。

○前屋敷委員 県のほうでもつかんではおられ

ないと思うのですが、自治体がどういうような

基準を設けて進めておられるかというのは、調

べていただくことが必要かなと。余りにも違い

があれば、そこは平準化といいますか、正して

いくといいますか、そこの自主性を損なうとい

うことでもわからないこともないかもしれませ

んけれども、要は、子供たちにとってどうかと

いうことなのですね。その辺のところはぜひ調

査もしていただいて、そういった実態もつかん

で、児童援助の根拠にしていただきたいなとい

うふうに思います。これは要望でお願いいたし

ます。

○西村委員長 ほかにないでしょうか。よろし

いですか。

○太田委員 福祉保健部、教育委員会なり、総

合政策部なりのいろいろな制度を見てみると、

もう基本的に本当によくできてると思うんです
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よね。

ただ、やっぱり今の中で問題になるのは、制

度はあるのだけれど、貧困の中で隠れている子

供たちがいる。うまくその制度に拾われないと

いうような人たちがあるんだというのが、多少、

この宮崎日日新聞あたりでも特集を組んで出さ

れたところではないかなと思って。特に虐待と

か、貧困の中での虐待もあるだろうし、離婚で

いろいろと問題が出てきたりすると思うのです

が。例えば、きょう、こどもの特別委員会です

から、保育所の保母さんが、この子は臭いがす

るな、風呂に入っていないんじゃないだろうか

ねといって貧困を見つけたり、あら、あざがあ

るねといって虐待があるんじゃないかと隠れた

ものを見つけ出す、そういうところも、私、い

い話もあるんじゃないかなと思うのですが。こ

れは制度としてはお金の制度とかいろいろある

のですが、そういう隠れたものをこのようなふ

うにして暴き出しましたとかいうようなものは

何かないものでしょうかね、そういう話は。こ

のようなふうにして周りも見ておかなきゃいけ

ないよとかいうような。

○村上こども家庭課長 おっしゃるとおり、児

童虐待はなかなか表面に出てこない、ネグレク

トも含めてですけれども、そういう意味では、

学校、幼稚園、保育所全てのところでそういう

目で見ていただくということが必要になってき

ます。

それで、最近は、県としましては、ＮＰＯ法

人に委託をしまして、そういうところの先生た

ちを対象に研修を開いてます。そういう目でお

着がえのときとか、いろんな場面でそういう場

面を見たら、市町村のそういうこども支援課の

窓口あるいは児童相談所に通告をしていただく

という体制が大分出てきておりまして、最近は

学校からの通告もふえてきております。

まだまだ施設によってちょっと温度差もござ

いますので、地道に研修を繰り返しながら、先

生たちの意識をそういうふうに向けていきたい

と考えております。

○太田委員 そういうような何か先ほど臭いが

すると言ったのは、この子はお風呂に入ってな

いなというような、そういう目で見て対応して

いくわけですけれど。ところが、なかなかその

家庭に入っていくということがまた難しいので

すよね。あなたのお子さんは何か虐待を受けて

ますねとかいうことはなかなか言えないことで、

だから、そういったところが一つの悩みだろう

と思いますけれど。

生活保護を受けていない人の中にも、例えば、

生きるために、仕事を３つも４つも掛け持ちし

て一生懸命やって生活している人もいらっしゃ

るわけですよね。そういう中で子供との触れ合

いがなくなったりとか、もしくはお母さんの背

中を見て、子供がいい意味でお母さんを助ける

ぞという思いになってくれる子供もいるんだけ

れど、意外と、何というか、子供に対する愛情

が機会的にできないとか、そういう問題が何か

あるところもありそうで、そこをどうやってい

くかなというのは、私たちもちょっと悩みとし

て持ってるのですが。特に仕事の関係でいうと、

景気回復もしてもらいたいなというようなその

ような気もいたしますが、本当に制度としては、

いろいろとあるのだけれども、そこに行くまで

に何かうまくいけないところをどう取り組んで

いくか、先ほど言ったお風呂に入ってない子供

たちを見つけていく保母さん、保育士の人たち

のノウハウとか、今説明されたようないろんな

研修の中で学校でも何かそういうものがあるの

かなと思って、ぜひ頑張っていただきたいと思
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いますね。

○押川委員 それぞれの取組について理解させ

ていただきましたし、本当にありがたいことだ

なと、そのように思います。本県の実情は大体

わかったのですが、全国的にもこの生活保護受

給者が多くなってきている中で、本県は全国の

中でどのくらいの位置なのかというのは、統計

とか何かありますか。

○青山国保・援護課長 全国の数字としまして

は、本県は先ほど申し上げましたような状況な

のですが、まず、全国の動向としましては、ま

だふえつづけているという状況にあります。ち

なみに、全国で見ますと、25年の１月と10月を

比較しました場合に0.8％、人数にすると１

万7,000人ぐらいになりますが、ふえているとい

う状況になっております。

全国の保護率が1.7％でございますので……

○押川委員 全国の中で本県はどのくらいの位

置なのかということで聞いていますので。

○青山国保・援護課長 全国が保護率で申し上

げますと1.7％なのですが、本県が1.59％という

ことで全国を下回る状況にございます。

○押川委員 全国で都道府県の47の中で本県は

どのくらいの位置なのかを。だいたい、全国的

に生活保護の受給が多いということはわかりま

すので、どのくらいの位置なんですか。

○青山国保・援護課長 済みません、順位は

ちょっと手元に持っておりません。全国の保護

率は下回っております。

○押川委員 できれば、そういう値も統計をと

りながら、やはり全国的な動きの中、そして先

ほどからありますように、このひとり親世帯の

中で離婚率がずっと本県高いのですよね。そう

いった原因あたりも、どういったところが原因

なのか、その対策はどうなのかということなど、

やはり、これはしっかりそういったところを調

査して対策を打っていかないと。失礼な言い方

をするかもしれませんけれども、この生活保護

のこの受給対象に対して、やはり離婚をして云

々とかいう話も聞くことがありますので。だか

ら、その生活保護をもらうために離婚されると

いうことも聞きますから、実態としてどうなの

かということをしっかり調べていらっしゃるの

かなということでちょっと質問させていただき

ました。わからなければ、またわかった段階で

教えていただければありがたいなと。何か対策

を打っていかないといけないのかなという気が

しますので。ただ、データはわかりますけれど

も、ただ、そうです、そうですでいいのかなと

いう気がしましたので。ちょっとそこを今後お

願いしたいと思います。

○中村委員 それに関連して。先ほどから思っ

たんですけれども、離婚率の数字が出てました

ね。年々ふえているということで。離婚率が、

これは資料１で３ページで81.1％、平成24年度

はなっていますが、今質問があったように、離

婚率が大きく関連していると思うのですが、こ

の全体の結婚した中での離婚率というもの

が、100人結婚したらどのくらいの離婚があるか

は調べてらっしゃいますか。

○村上こども家庭課長 離婚率につきましては、

平成24年の全国が1.87％、本県は2.16％という

ことで、先ほど押川委員もおっしゃいましたが、

宮崎県は全国で24年は２位となっておりまして、

非常に高くなっております。その前はずっと３

年間５位だったんですけれども、24年はちょっ

と上がっております。

ただ、全国的にも本県も、離婚率も離婚件数

も少しずつではあるんですけれども、ずっと下

がってきておりまして、一時期のピーク時より
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は徐々に減ってきている状況は一方であります。

○中村委員 前も言ったような気がするのです

が、せんだって、結婚披露宴に行ったのですが、

結婚披露宴には月に１回か２回は必ず呼ばれる

のですけれど、久々に仲人が立った結婚披露宴

だった。仲人が立った。今、どこの結婚披露宴

に行っても、人前結婚というのか知らないけれ

ど、そういう形でやっている。好きになった、

一緒になろうよ、一緒になる、じゃ別れようか

というような形なのかなと思うんだけれど。

仲人を立てるということは、これは日本の古

来からやってきた道なのね、結納があって仲人

がいてという形ができたというのは、一つは離

婚を少なくしようという意図があったのだろう

と、古来の人たちにも、昔から。

だから、例えば、江戸時代の映画を見たって、

仲人がちゃんとついているな。仲人がつかなく

なったということは、離婚率が高くなったと私

は思うのね。というのは、なぜかというと、結

婚して３年ぐらいは仲人に、今うまくいってま

すとか、盆あるいは正月に挨拶に来る。どうな

のと言うと、女性のほうから、もう遊んでばっ

かりいるんです。いけないよ、そういうことで

は、子供ができたくせに、誰かがそういったこ

と、もうやめろという話をしながら離婚が防げ

たということがあるのだけれど、この前、結婚

披露宴に行ったら、両方の親がそう、やっぱり、

古来の日本の儀式にのっとった結婚式をさせた

いと思っていました。だから、今勝手に結婚し

ました、人前結婚です、もう飽きてきたら別れ

ます、こういうことがやっぱり大きな原因になっ

てるのではないかなと思うのですね。それをあ

なた方にどうしなさいと言ったってできないの

だろうけれども、やっぱり県庁職員にも、人前

結婚をやるんだ、ああした結婚をやるんだといっ

たら、やっぱり仲人を立ててちゃんとやりなさ

いと、私、あっちこっちでそう言ってるんだけ

れど、そういう運動もしなきゃいけないと思っ

ているのだけれど、これはもう回答も要りませ

んし、回答もないから要りませんけれど、そう

いうこと、僕も考えて思っております。

○西村委員長 ほかにないでしょうか。

それでは、これで終わりたいと思いますが、

よろしいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○西村委員長 執行部の皆さん、御苦労さまで

した。

暫時休憩をいたします。

午前11時27分休憩

午前11時28分再開

○西村委員長 それでは、再開をいたします。

まず、協議事項のほうに移りますが、「委員会

報告書骨子（案）」についてでありますが、昨年

の12月６日までに実施してまいりました委員会

の調査における質疑、県内外の調査を踏まえ、

正副委員長で協議した案を作成いたしました。

最終的には、本日の委員会の調査内容を盛り

込んだ上で報告書（案）を作成したいと思いま

す。

資料１、大きな用紙になりますが、こちらを

ごらんください。

詳細につきましては、山口書記にお願いをい

たします。

○山口書記 それでは、内容について御説明し

ます。

Ａ３版の「宮崎のこども対策特別委員会報告

書骨子（案）」をごらんください。

まず、Ⅰについては「特別委員会の設置」を、

続きまして、Ⅱの「調査活動の概要」になりま
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すが、まず前書きといたしまして、調査活動の

経過について、本県の平成22年の合計特殊出生

率は1.68と全国２位、保育園、保育所の待機児

童数がゼロ人ということ、さらに、民間のシン

クタンクが作成しております「いい子どもが育

つ」都道府県ランキングで平成19年度、平成22

年度と連続して１位となるなど、本県の子供・

子育てをめぐる環境は、全国と比較しても比較

的に恵まれている状況にあります。

しかしながら、近年、少子化や核家族化、都

市化等を背景として、地域や家庭における教育

力・養育力の低下が指摘されていること、また、

その影響は、子供の不規則な生活リズムや児童

虐待の増加等という形であらわれていると言わ

れており、本県においても、平成23年度の児童

虐待相談対応件数が410件となるといった実態が

あります。

こういったことから、本県の子供、子育てが

置かれた環境について把握する必要を感じたこ

と、これまでも調査してまいりましたけれども、

子供の成長段階に応じていろいろな施策はござ

いますが、そのニーズというのは当然ライフス

テージが移ることによって変わってきます。そ

こで、本県においてきめ細やかな施策が展開さ

れているか調査する必要があることといった観

点から、「宮崎のこどもをめぐる環境に関するこ

と」「宮崎のこどものライフステージに応じた施

策に関すること」の２点を調査事項として決定

しまして、調査を行ってきた経過を述べたいと

考えております。

本論に入ります。

まず、１の「宮崎のこどもをめぐる環境」に

ついてであります。

ここでは、環境といえばいろいろな切り口が

ございましたが、「児童虐待」であったりとか、

あとは「学校におけるいじめの問題」「ネットリ

テラシーへの対応」といった、子供をめぐる最

近の社会環境の中で、特にクローズアップされ

てるような問題について着目をいたしました。

あわせて、当委員会の調査を通じて、少子化

や核家族化といった影響によって、子育ての環

境が変化をする中で、子供の環境に一番影響を

与える親が、子育て等に対していろいろ不安を

抱えているという状況がございましたので、そ

の子育てについての不安感であったりとか、親

が抱える問題への対応という点についてまとめ

たいと考えております。

（１）ですけれども、「増え続ける児童虐待へ

の対応」では、「本県における児童虐待の現状」

を踏まえながら、「本県の児童虐待の予防や早期

発見・対応に向けた取組」や、県外調査で訪問

いたしました「名古屋市の取組」について記載

をしたいと考えております。

その上で、県に対し、虐待に係る情報の共有

・提供など、また関係機関が協力して児童虐待

に対応できる体制を構築すること、児童虐待の

防止には、「予防」という観点が重要であります

ので、児童相談所等が確実に「兆候」を捉える

ことができますよう、「通告」の重要性について

広く啓発することを提言したいと考えておりま

す。

（２）では、全国的に深刻な社会問題となっ

ている「学校のいじめ問題への対応」について、

本県における学校のいじめの状況や取組、当委

員会が県内外で調査を行った内容について記載

をしたいと考えております。

その上で、滋賀県の「いじめ対策研究チーム」

の中間報告にもあった「いじめが起こる背景は

多面的である」ということを挙げながら、いじ

めの防止に向けて関係部局と連携を図ること、
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また、県の「いじめ実態調査」の実施に当たっ

ては、調査方法や項目、また結果の公表のあり

方も含めて検討を行うこと、あとは地域と学校

が連携したいじめ防止や早期発見、早期対応の

取組を図ることについて提言したいと考えてお

ります。

（３）になりますが、「急速に進むネット社会

への対応」について、本県のインターネット犯

罪等の現状や、児童生徒のインターネット等の

適正な利用に向けた取組について記載をした後

に、県に対し、携帯電話の所持やパソコンの利

用は低年齢化しておりますので、県が行う啓発

等はその実情に合わせること、また、教育現場

においても、「情報教育主任」の配置であるとか、

児童生徒がインターネット等の利用に対して自

主的な判断、問題意識を持てるような取組、授

業の実施といったネットリテラシーへの対応を

検討することについて提言をしたいと考えてお

ります。

資料の右側に移りまして、（４）では、「子育

てへの不安感等、親が抱える問題への対応」と

いうことについて、「県内の子育て世代の現状」

であったりとか、「家庭における教育力の向上に

向けた取組」「子育てに不安を感じている保護者

への支援」「経済的な支援を必要とする児童・家

庭への支援」という項目について、県内外の調

査や意見交換の内容を踏まえて記載をしたいと

考えております。

その上で、県に対しましては、家庭内教育の

支援に当たっては、就学前の児童を持つ家庭に

対しての視線が不足している感じがございまし

たので、ここに対しても支援を行うこと、また、

子育てに対する不安感、負担感を解消のため、

相談体制や支援の充実を図ること、続きまして、

支援を必要とする、必要と思われる家庭や保護

者に対する支援の届け方について検討を深める

こと、４つ目に、本日の委員会の内容も踏まえ

ながらということなりますが、「貧困の連鎖」へ

の対応について、支援の検討を提言したいと考

えております。

続きまして、２番、「宮崎のこどものライフス

テージに応じた施策」についてであります。

まず、（１）で本県の「次世代育成支援行動計

画」の概要について記しました後、（２）番で、

「本県の就学前の児童に対する施策」について、

本県の就学前児童の状況と、本県の幼保対策に

ついて記載をしたいと考えております。

その後になりますが、県に対する提言としま

しては、地域の幼稚園・保育所・認定こども園

等が取り組む地域の子育て支援拠点としての機

能充実に対して県が行う支援の継続を図ること

と、地域の実情や認定こども園への移行等といっ

た施策の移行がございますので、保育士等の人

材確保に向けた取組の充実を図ることについて

記載をしたいと考えております。

（３）の本県の「キャリア教育」「職業教育」

の推進についてになりますが、本県の児童生徒

の卒業後の進路の状況や、本県における「キャ

リア教育」「職業教育」の取組状況、県内外の調

査の内容を紹介しながら、県に対しまして、県

が有する財産、人であったり、地域であったり、

施設であったり、いろいろなものがあると思い

ますけれども、そういったものを活用しながら、

「宮崎県キャリア教育ガイドライン」の着実な

推進を図ること、続いて、企業や業界のニーズ

も踏まえながら、キャリア教育・職業教育の推

進を図ることについて提言をしたいと考えてお

ります。

Ⅲで最後に結びといたしまして、今申し上げ

たような県への提言を整理して記載したいと考
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えております。

説明は以上でございます。

○西村委員長 ありがとうございました。説明

は以上ですが、委員の皆様方からの御意見を伺

いたいと思います。

かなり盛り込んでおりますが、こういうとこ

ろが抜けてるという点があったり、こういう視

点は違うということがあれば御意見をいただき

たいと思いますが。この場で出てこなければ、

まだ多少の時間の余裕はあると思いますので、

また書記等に伝えていただければと思いますが、

骨子案は資料のとおりでよろしいでしょうか。

○井本委員 先ほど、結びのところで、提言を

整理して記載するということでしたが、この各

項目ごとに全部提言はあるわけですよね。これ

をまたもう一回ここに書くわけですか。

○山口書記 そこも踏まえながらということで。

○井本委員 また同じことを書くの。

○山口書記 要旨を書きながらまとめていくよ

うな形になると思います。

○西村委員長 Ⅱのほうは、概要を淡々と書い

て、その中で調査したことを踏まえたものを結

びに記すというような形になりますので……

○井本委員 屋上屋を重ねるようなことをここ

でやってあると、またあれだなということがあ

るものだから、わざわざ提言提言と入れて、結

論を全部入れてるわけやから、それにまたもう

一回、重要なやつだけ提言するわけですか、そ

れとも、また同じことを提言するわけ。

○西村委員長 最後の結びのところは、そうで

すね、大きく……

○井本委員 これが重要だという部分だけ提言

するの。

○西村委員長 そうです。

○井本委員 どんなふうにするの。同じことを

やらないほうがいいんじゃないの、むしろ。考

えておいてください。

○西村委員長 はい、わかりました。今の御指

摘もいただきながら、最終報告をまとめたいと

思います。報告書そのものにつきましては、正

副委員長に御一任をいただきまして、案ができ

上がりましたら、印刷のスケジュールの関係で

個別に御了解に回りたいと思いますが、よろし

いでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○西村委員長 そのような形で進めさせていた

だきます。

次回の委員会につきましては、２月定例会中

の委員会につきまして、でき上がりました報告

書は、他の委員会の分と合冊して２月定例会の

最終日に議場で配付することとなりますので、

御了承をお願いしたいと思います。

なお、次回の委員会につきましては、２月定

例会、私が行います委員長報告の案について御

協議をお願いしたいと思います。

あと、さらにですけれど、これは私の私案に

なりますが、先日、虐待マラソンで県庁を早期

退職されまして、日本一周、いろんな講演をし

て回った甲斐英幸さんという方がいらっしゃる

のですが、その方を委員会の協議を終えた後に

ちょっとお呼び立てして、１時間弱ぐらいで、

なぜ宮崎県のキャリアの中で培われた現状と本

人がどのような県庁職員時代に思ってそういう

マラソンに出たかとか、そういう話を伺えたら

なと私自身は思っているのですが、どうでしょ

うか。

暫時休憩をいたします。

午前11時40分休憩

午前11時40分再開
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○西村委員長 再開をいたします。

次回の委員会につきましては、正副委員長に

御一任をいただきたいと思います。

最後になりますが、その他について委員の皆

様から何かございませんでしょうか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○西村委員長 ないようですので、次回委員会

は、事務局案で３月17日の午前10時から予定し

ておりますので、よろしくお願いいたします。

本日の委員会を閉会いたします。ありがとう

ございました。

午前11時42分閉会


